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（１）地球温暖化の現状
　地球温暖化とは、私たちの日常生活や社会活動において、石炭や石油等の化石燃料が大量消費さ
れることなどに伴い、熱を吸収する性質を持つ温室効果ガス（二酸化炭素、メタン、フロン類）が
大気中に大量に放出され、地球全体の平均気温が上昇する現象です。
　地球の表面温度は、太陽から流れ込む日射エネルギーと地球から宇宙に放出される熱放射のバラ
ンスにより一定の気温（平均気温14℃前後）に保たれています。このバランスを保っているのが
温室効果ガスで、特に二酸化炭素（CO2）は、大気中に約0.04%しか含まれていませんが、地表
面から放射される熱を吸収し、地表面に再放射することにより、地球の平均気温を一定に保ってい
ます。仮に温室効果ガスが存在しない場合、地球の表面温度は-19℃まで下がり、氷の世界になる
と言われています。
　18世紀半ばの産業革命以降、人間活動の活発化により化石燃料の消費が増加する一方で、CO2
を吸収する森林の減少などにより、大気中の温室効果ガスの濃度が高まり、地球規模で気温が上昇
し、地球温暖化が進行しています。
　今後、地球温暖化がさらに進行すると、気候変動により、自然及び人間社会に深刻で広範囲にわ
たる取り返しのつかない影響が生じる可能性が高まるとされています。
　2021（令和３）年８月に公表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次評価報告書
（第１作業部会報告書［自然科学的根拠］）では、「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させ
てきたことには疑う余地がない」とされ、地球温暖化が人類の活動によって引き起こされているこ
とが明示されました。
　同報告書によると、世界の平均気温は、産業革命前後（1850～1900年）と比べて、既に1.09℃
上昇（2011～2020年）しており、この観測値は過去10万年間で最も温暖だった数百年間の推定
気温と比べても前例のないものであるとし、気温の将来予測について、気候政策などの地球温暖化
対策を実施しない場合、今世紀末までに平均気温が最大5.7℃上昇すると予測されています。

【世界平均気温（年平均）の変化】

出所　環境省「IPCC第６次評価報告書第１作業部会報告書（自然科学的根拠）」を基に作成
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計画策定の背景第１節
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（２）地球温暖化の影響
　地球温暖化によって気温が上昇すると、海洋の熱膨張や氷河・氷床の融解による海水面の上昇、
洪水や干ばつなどの増加、陸上・海の生態系の変化、農作物の収量低下や水不足、人間への健康被
害など様々な影響が予測されています。
　2022（令和４）年２月に公表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次報告書（第
２作業部会報告［影響・適応・脆弱性］）では、人為起源の気候変動により、「自然と人間に対して、
広範囲にわたる悪影響と、それに関連した損失と損害を、自然の気候変動の範囲を超えて引き起こ
している」ことが示されました。
　近年、地球温暖化が原因と考えられる記録的な高温や大雨が世界各地で発生し、それに伴う森林
火災や洪水など深刻な被害が報告されています。国内でも2020（令和２）年７月に、九州南部や
北部、東海地方や東北地方など広範囲にわたり記録的な大雨が発生し、各地で河川の氾濫や土砂災
害、低地の浸水などにより、多くの人的被害や物的被害が発生しました。
　また、当市においても、2019（令和元）年８月に高田の気温が、1922（大正11）年の統計開
始以降初めて40℃を超えるなど、地球温暖化の影響は、私たちの身近な問題として感じられるよ
うになってきています。このまま地球温暖化が進行した場合、今後さらに、気候変動による社会的・
経済的な影響や被害が大きくなることが予測されており、持続可能な社会を構築するためには、世
界全体で気候変動対策を進めることが喫緊の課題となっています。

【世界の年平均地上気温変化（1986～2005年平均と2081～2100年平均の差）】

出所　IPCC第５次評価報告書統合報告書図SPM7

【2100年末に予測される日本への影響】
（温室効果ガス濃度上昇の最悪ケース RCP8.5、1981-2000年との比較）

出所　全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（環境省環境研究総合推進費報告書）を基に作成
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（３）地球温暖化対策の動向
（ア）世界の動向
●「パリ協定」の採択
　�　2015（平成27）年12月にフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第21回締約
国会議（COP21）では、史上初めて、全ての国が参加する2020年以降の新たな国際的な枠
組みである「パリ協定」が採択され、世界共通の長期目標として、産業革命前からの世界の平
均気温上昇を２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求することが掲げられ
ました。
●IPCC「1.5℃特別報告書」の公表
　�　2018（平成30）年10月に公表された、IPCCの「1.5℃の地球温暖化による影響等に関す
る特別報告書（1.5℃特別報告書）」では、気温上昇を1.5℃に抑えるには、世界のCO2排出量
を2050年前後には実質ゼロに抑える必要があること、現在の水準で排出量が増加し続けると、
2030（令和12）年から2052（令和34）年までの間に気温上昇が1.5℃に達する可能性が高
いことや、２℃上昇した場合には、一部の生態系の喪失などの不可逆的な影響が生じる可能性
があることが示されました。
●世界の温室効果ガス削減目標
　�　2021（令和３）年10、11月にイギリス・グラスゴーで開催されたCOP26では、世界の平
均気温の上昇を産業革命前に比べて1.5℃に抑えることを世界全体の長期的な目標とするこ
と、そのためには、世界全体のCO2排出量を2030年までに2010年比で45%削減し、今世紀
半ばには実質ゼロにする必要があることが合意されました。
　�　また、2022（令和４）年11月には、エジプト・シャルムエルシェイクでCOP27が開催され、
温暖化で生じた被害の救済をめぐる先進国から途上国の支援の見直しなど新たな動きが始まっ
ています。
●各国の温室効果ガス削減目標
　�　アメリカは、2021（令和３）年４月の気候変動サミットで、「2030年の温室効果ガスを
2005年比で50～52%削減」する目標を発表しました。また、2030年の削減目標として、
EUは、「1990年比で55%以上削減」、世界最大のCO2排出国である中国は、「GDP当たりの
CO2排出量を2005年比で60～65%削減」を掲げるなど、各国で基準年度や削減目標は異な
りますが、世界全体で脱炭素※化に向けた動きが加速しています。

【世界の二酸化炭素排出量（2019年）】 【各国の温室効果ガス削減目標】

中国 2030年までにGDP当たりのCO2排出
を60-65%削減（2005年比）

EU 2030年までに温室効果ガス排出量を
55%以上削減（1990年比）

インド 2030年までにGDP当たりのCO2排出
を45%削減

日本 2030年度において温室効果ガス排出量
を46%削減（2013年度比）

ロシア 2050年までに温室効果ガスの実質排出
を約60%削減（2019年比）

アメリカ 2030年までに温室効果ガスの排出量を
50-52%削減（2005年比）

出所　全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト「各国の削減目標は同サイトを基に作成」（2021年11月時点）
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（イ）国の動向
●「パリ協定」を踏まえた温室効果ガス削減目標
　�　2016（平成28）年５月、国は「パリ協定」を踏まえた新たな「地球温暖化対策計画」を閣
議決定し、温室効果ガス削減目標として「令和12（2030）年度に平成25（2013）年度比
26%削減」を掲げました。
●2050年カーボンニュートラル宣言
　�　2020（令和２）年10月、菅総理大臣は所信表明演説において、令和32（2050）年までに
国内の温室効果ガス排出を全体としてゼロ、すなわち、2050年カーボンニュートラル、脱炭
素社会の実現を目指すことを宣言しました。
●「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」の策定
　�　2020（令和２）年12月、国は産業政策・エネルギー政策の両面から、成長が期待される
14の重要分野（洋上風力、水素・燃料アンモニアなど）について実行計画を策定し、国とし
ての高い目標を掲げ、具体的な見通しを示すとともに、企業の前向きな挑戦を後押しするため、
あらゆる政策を総動員していくことを示しました。
●「地球温暖化対策の推進に関する法律」の改正
　�　2021（令和３）年５月、「地球温暖化対策の推進に関する法律」が改正され、2050年まで
の脱炭素社会の実現が基本理念として規定されるとともに、地域の再エネ事業を推進するため
の計画・認定制度の創設や、企業の排出量情報のデジタル化・オープンデータ化の推進などが
盛り込まれました。
●「地域脱炭素ロードマップ」の策定
　�　2021（令和３）年６月、国・地方脱炭素実現会議において、地域の脱炭素化の工程と具体
策を示した「地域脱炭素ロードマップ」が策定され、今後の５年間に政策を総動員し、人材・
技術・情報・資金を積極的に支援するとともに、2030（令和12）年度までに少なくとも100
か所の「脱炭素先行地域」を作り、重点対策を実行することが打ち出されました。
●「第６次エネルギー基本計画」の閣議決定
　�　2021（令和３）年10月、「第６次エネルギー基本計画」が閣議決定され、今後のエネルギー
政策の進むべき道筋を示すとともに、再生可能エネルギー※については、主力電源として最優
先の原則の下で最大限の導入に取り組み、2030（令和12）年度の電源構成として、再エネ導
入目標を直近年度（2019（令和元）年度：18%）から倍増となる36～38%を目指すことを
掲げました。
●「地球温暖化対策計画」の改定	
　�　2021（令和３）年10月、「地球温暖化対策計画」が改定され、同年４月に国として表明した、
「2030（令和12）年度に2013（平成25）年度比46%削減、さらに50%の高みを目指して挑
戦を続けていく」ことを計画の中で掲げました。
●「ＧＸ実行会議」の開催	
　�　2022（令和４）年７月から、産業革命以来の化石燃料中心の経済社会、産業構造をクリー
ンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体の変革（ＧＸ（グリーントランスフォー
メーション））を実行するためのＧＸ実行会議を開催しています。

【2050年カーボンニュートラルに向けた国（省庁）の主な動き】
内閣官房 ・ＧＸ実行会議【R4.7～開催】

内閣府 ・国・地方脱炭素実現会議【R2.12発足】
・地域脱炭素ロードマップ【R3.6策定】

経済産業省 ・2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略【R3.6策定】
・第６次エネルギー基本計画【R3.10閣議決定】

環境省

・地球温暖化対策の推進に関する法律【R3.5改正】
・地球温暖化対策計画【R3.10閣議決定】
・�政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき
措置について定める計画（政府実行計画）【R3.10閣議決定】

国土交通省 ・国土交通省グリーンチャレンジ【R3.7策定】
農林水産省 ・みどりの食料システム戦略【R3.5策定】
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（ウ）新潟県の動向
●2050年カーボンニュートラルの表明
　�　2020（令和２）年９月、知事は９月の県議会において、県内各地での河川の氾濫や土砂災害、
記録的な少雪、記録的な高温など、本県における気候変動の影響は非常事態であるという認識
の下、2050（令和32）年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ（2050年カーボンニュート
ラル）を目指すとともに、温室効果ガス排出量の削減対策（緩和策）と気候変動への適応策の
両輪として取り組んでいくことを表明しました。
●「新潟県カーボンニュートラル産業ビジョン」の策定
　�　2021（令和３）年３月、国が掲げる2050（令和32）年までの脱炭素※社会の実現を目指
すため、2021（令和３）年１月に立ち上げた新潟カーボンニュートラル拠点化・水素利活用
促進協議会での議論を踏まえ、中間取りまとめとして「新潟県カーボンニュートラル産業ビジョ
ン」等を策定しました。このビジョンでは、県が国を先導し、新潟発の新たな産業等を創出す
るための方向性が示されました。
●�「新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦略」の策定及び「新潟県地球温暖化対策地域
推進計画」の改定
　�　2022（令和４）年３月、2050年温室効果ガス排出実質ゼロの実現に向け、本県の特性や
課題を踏まえた「新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦略」を策定し、新たな温室効
果ガス排出量の削減目標として、2030（令和12）年度に2013（平成25）年度比で46%削
減を目指し、さらなる高みを視野に入れることを掲げました。
　�　また、同月に、同戦略を踏まえて、地球温暖化対策を地域レベルで推進する「新潟県地球温
暖化対策地域推進計画」（平成29［2017］年策定）を改定し、本計画における2030（令和
12）年度の温室効果ガス削減目標の見直しを行いました。

【「新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦略」で示すシナリオ（抜粋）】

出所　新潟県資料

部門別の温室効果ガス排出量削減シナリオ：脱炭素ケース
国目標実現に向けた対応方向

 年度の ％削減目標実現に向けては、従来よりもさらに取組を加速化させる必要がある。

非エネルギー部門
その他のガス

業務部門

家庭部門
運輸部門

産業部門

エネルギー転換部門

森林吸収、 等

％ ％

吸収源対策

温室効果ガス削減率
（ 年度比）

％ ％温室効果ガス実質削減率
（ 年度比）

（単位：万 ー ）

▲ ％
年

■産業部門：▲
■業務部門：▲
■家庭部門：▲
■運輸部門：▲
■ エネルギー転換部門：▲
■非エネルギー部門：▲
■ その他のガス：▲

▲ ％
年

部門別の温室効果ガス排出量（脱炭素ケース）

％

％
※吸収源考慮せず

→▲737万t→

部門別の内訳（参考値）

→▲887万t→
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計画の基本的事項第２節

（１）対象とする範囲
　本計画の対象とする範囲は、以下のとおりとします。
区域施策編 上越市全域及び全ての主体（市民・事業者・市）を対象とします。

事務事業編 市が実施する全ての事務事業（市庁舎、市管理施設、市立の小中学校、診療所
及び指定管理施設など）を対象とします。

（２）対象とする温室効果ガス及び部門
　本計画で対象とする温室効果ガスは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２条第３項で規
定する以下の種類とします。
　また、区域施策編で対象とする部門は、産業、民生業務、民生家庭、運輸、廃棄物の５部門とし
ます。

（３）温室効果ガス排出量の算定方法
　温室効果ガス排出量の算定は、「地方公共団体実行計画策定・実施マニュアル（本編、算定手法編）」
（環境省、2022（令和４）年３月改定）に基づくものとし、当市の地域特性などを踏まえた算定
を行います。

【対象部門】

部門名 業　種 関連する
温室効果ガス

産　　業
・第１次産業及び第２次産業（農林業、鉱業、建設業、製造業）が該当
・�製造工程などで消費されるエネルギーなどから排出される温室効果ガスが対象。ただし、
自動車に関するものは除く

CO2、CH4、
N2O

民生業務
・�第３次産業（小売業・卸売業、飲食業、宿泊業、娯楽業、病院、情報通信など）が該当。
地方公共団体も含む
・�事業活動などで消費されるエネルギーなどから排出される温室効果ガスが対象。ただし、
自動車に関するものは除く

CO2

民生家庭
・家庭生活が該当
・�生活の中で消費されるエネルギーなどから排出される温室効果ガスが対象。ただし、�
自動車に関するものは除く

CO2、HFCS

運　　輸 ・�自動車、鉄道、船舶が該当
・�輸送機械のエネルギー消費により排出される温室効果ガスが対象

CO2、CH4、
N2O、HFCS

廃 棄 物 ・�家庭、産業、事業からの廃棄物の処理や排水処理などにより排出される温室効果ガスが
対象

CO2、CH4、
N2O

【温室効果ガスの種類とその特徴】

温室効果ガス 地球温暖化
係数 性　質 用途・排出源

二酸化炭素（CO2） １ ・代表的な温室効果ガス 化石燃料の燃焼など

メタン（CH4） 25 ・天然ガスの主成分で、常温で気体
・よく燃える

稲作、家畜の腸内発酵、廃棄物の
埋め立てなど

一酸化二窒素（N2O） 298 ・�窒素酸化物の中で最も安定した物質
・�他の窒素酸化物などのような害はない 燃料の燃焼、工業プロセスなど

フ
ロ
ン
類

ハイドロフル
オロカーボン類
（HFCS）

1,430
など

・�塩素がなく、オゾン層を破壊しないフロン
・�強力な温室効果ガス

スプレー、エアコンや冷蔵庫など
の冷媒、化学物質の製造プロセス
など

パーフルオロ
カーボン類
（PFCS）

7,390
など

・炭素とフッ素だけからなるフロン
・強力な温室効果ガス 半導体の製造プロセスなど

六フッ化硫黄
（SF6） 22,800 ・�硫黄とフッ素だけからなるフロンの仲間

・強力な温室効果ガス 電気の絶縁体など

三フッ化窒素
（NF3） 17,200 ・�窒素とフッ素だけからなるフロンの仲間

・�強力な温室効果ガス 半導体の製造プロセスなど

資料：温室効果ガスインベントリオフィス
全国地球温暖化防止活動推進センターホームページより作成
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